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(単位：億円)

令 和 ８ 年 度
要　  求  　額

令 和 ７ 年 度
予　　 算　　 額

比 較 増 減 額 増 減 率

188,728 ▲ 2,633 ▲ 1.4

5,133 ▲ 345 ▲ 6.7

441 551 ▲ 110 ▲ 20.0

4,582 ▲ 549 ▲ 12.0

315 － 315 皆　増

193,861 ▲ 2,977 ▲ 1.5
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、積上げと合計、増減額及び増減率が一致しない場合がある。

総務省所管合計

恩 給 費

政 策 的 経 費

重要政策の推進のための要望

区　　　　　　　分

地 方 交 付税 等財 源繰 入れ

一 般 歳 出

(C／B) % A B (A－B) C (C／B) % B (A－B) C

4,788＋事項要求

186,096＋事項要求

4,032＋事項要求

190,884＋事項要求

(単位：億円)

令 和 ８ 年 度
要  　求  　額

令 和 ７ 年 度
予　　 算　　 額

比 較 増 減 額 増 減 率

2 9 ▲ 7 ▲ 72.7

667 ▲ 665 ▲ 99.6
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、積上げと合計、増減額及び増減率が一致しない場合がある。

復 興 庁 所 管 計 上 額

総務省関係費合計

（ 地 方 交 付 税 ）

区　　　　　　　分

総 務 省 所 管 計 上 額 659 － －

A B (A－B) C (C／B) % A B (A－B) C (C／B) % 

事項要求

2＋事項要求

令和 8年度 要 求 額      19兆 884億円＋事項要求 
令和７年度 予 算 額            19兆 3,861億円 

比 較 増 減 額                   ▲2,977億円 

令和 8年度 要 求 額           2億円＋事項要求 
令和 7年度 予 算 額                   667億円 

比 較 増 減 額           ▲665億円 



Ⅰ 活力ある地域社会の実現と健全で持続可能な地方行財政基盤の確立

令和8年度総務省所管予算 概算要求の概要②

１．地域の担い手支援や関係人口の拡大等を通じた地域活性化 28.1億円＋事項要求
２．AI社会を支えるデジタルインフラの整備等 625.0億円＋事項要求
３．地域DXの推進 866.9億円＋事項要求
４．持続可能な地方行財政基盤の確立 2.3億円
５．地方の一般財源総額の確保と財政健全化等 18兆6,481.2億円＋事項要求

Ⅱ 信頼できる情報通信環境の整備

６．デジタル空間の健全性の確保等 80.5億円
７．サイバーセキュリティ対策の強力な推進 54.7億円＋事項要求

Ⅲ 防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらしの実現

8．林野火災や大規模災害に備えるための消防防災力・地域防災力の充実強化 114.0億円＋事項要求
9．通信・放送インフラの強靱化 70.9億円

Ⅳ 国際競争力の強化・経済安全保障の確保

10．デジタルインフラの中核となる技術・システムの国際競争力の強化、経済安全保障の確保等 576.3億円＋事項要求
11．国内外におけるAIガバナンスの実現 4.7億円
12．放送・配信コンテンツの製作力強化・海外展開推進 16.3億円

Ⅴ 国の土台となる社会基盤の確保

13．郵便局のユニバーサルサービスの充実と公共サービスの拡大 0.4億円
14．郵便局の活用による地域社会の持続可能性の確保 1.7億円
15．行政運営の改善を通じた行政の質の向上 3.0億円
16．EBPMの推進及び基盤となる統計の整備 288.5億円
17．主権者教育の推進・政治資金の透明性の向上等 2.3億円
18．恩給の適切な支給 446.7億円
19．その他の主要事項（政党交付金） 315.4億円
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令和8年度総務省所管予算 概算要求における主な事業 ①

〔地域の担い手支援や関係人口の拡大等を通じた地域活性化〕

○ ふるさと住民登録制度の創設【新規】 事項要求

・ 地方創生２．０の実現に向けて、関係人口の量的拡大・質的向上を図るため、様々な形で地域に継続的に関わる方がアプリで簡単・簡便に

登録でき、担い手活動等を通じて地域との関わりを深めるプラットフォームとなるシステムの構築や周知・広報等を実施

（プラットフォームとなるシステムについては、デジタル庁一括計上予算で要求予定）

〔AI社会を支えるデジタルインフラの整備等〕

○ データセンター、海底ケーブル/５G、光ファイバ等の通信インフラ整備【拡充】 

77.6億円＋事項要求 （R７当初：39.9億円、R６補正：145.3億円）

・ データセンターの地方分散､国際海底ケーブルの多ルート化に向けた支援（ワット・ビット連携）や､5G､光ファイバ等の情報通信インフラの整備を推進

〔地域DXの推進〕

○ マイナンバーカードを円滑に取得、更新できる環境整備【拡充】    823.9億円（Ｒ７当初：203.5億円、Ｒ６補正：1,061.5億円）

・ マイナンバーカードや電子証明書の更新需要の増加への対応や出張申請受付等の推進など、カードの取得を希望する国民に対する

円滑な取得環境・交付体制を整備

○ 自治体情報システムの標準化【拡充】 3.1億円＋事項要求（Ｒ７当初：2.1億円、Ｒ６補正：194.8億円）

・ 自治体情報システムに係る標準準拠システムへの移行に必要となる経費（現行システムの分析、データ移行等）を地方自治体に補助するため、

デジタル基盤改革支援基金を拡充

○ AI等のデジタル技術と通信インフラを用いた地域の社会課題解決の推進【拡充】 21.1億円（Ｒ７当初：2.3億円、Ｒ６補正：74.0億円）

・ AI等のデジタル技術と通信インフラを活用した地域課題解決策の創出・実装を支援

〔地方の一般財源総額の確保と財政健全化等〕

○ 地方の一般財源総額の確保 18兆6,095.8億円＋事項要求（Ｒ７当初:18兆8,728.4億円)

・ 地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、2025年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に

    同水準を確保（経済・物価動向等を適切に反映）

［地方交付税（地方団体交付ベース） 19兆3,367億円（Ｒ７当初：18兆9,574億円）］

Ⅰ 活力ある地域社会の実現と健全で持続可能な地方行財政基盤の確立
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令和8年度総務省所管予算 概算要求における主な事業 ②

Ⅱ 信頼できる情報通信環境の整備

〔デジタル空間の健全性の確保等〕

○ インターネット上の偽・誤情報、違法・有害情報対策等の推進【拡充】 29.2億円（Ｒ７当初：8.5億円、Ｒ６補正：29.2億円）

・ インターネット上の偽・誤情報等の流通・拡散に対応するため、対策技術の開発・実証・社会実装及び意識啓発を推進

〔サイバーセキュリティ対策の強力な推進〕

○行政機関や重要インフラ事業者等を対象とした高度セキュリティ人材の育成【拡充】 17.5億円（Ｒ７当初：12.5億円）

・ 行政機関や重要インフラ事業者等を対象とした実践的サイバー防御演習を行うとともに、新たに被害の未然防止に関する演習基盤を構築

Ⅲ 防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらしの実現

〔林野火災や大規模災害に備えるための消防防災力・地域防災力の充実強化〕

○ 林野火災や大規模災害に備えるための消防防災力の充実強化【新規】                     4.4億円＋事項要求

・ 広域的な消防防災体制の充実強化を図り、林野火災や大規模災害に備えるため、令和７年に発生した大規模な林野火災等を踏まえた緊急消

防援助隊の新たな車両・資機材等の整備等を実施

○ 消防防災分野の新技術・DX推進【拡充】 5.0億円＋事項要求（Ｒ７当初：6.5億円、Ｒ６補正：22.2億円）

・ 南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの大規模地震を想定した災害対応力の強化、風水害等をはじめとする災害の激甚化・頻発化、

社会経済活動など消防を取りまく環境の変化への対応を図るため、消防分野において新たな研究開発・実用化や現場導入を推進

〔通信・放送インフラの強靱化〕

○ 通信ネットワークの強靱化【拡充】 35.1億円（Ｒ７当初：25.9億円、Ｒ６補正：21.2億円）

・ 蓄電池、発電機等を活用した災害時における携帯電話基地局の強靱化を推進

○ 放送ネットワークの強靱化【拡充】 35.7億円（Ｒ７当初：29.0億円、Ｒ６補正：22.0億円）

・ 放送ネットワークの耐災害性の強化や災害からの早期復旧の支援・視聴環境の整備等を実施
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Ⅳ 国際競争力の強化・経済安全保障の確保

令和8年度総務省所管予算 概算要求における主な事業 ③

〔デジタルインフラの中核となる技術・システムの国際競争力の強化、経済安全保障の確保等〕

➢ 「DX・イノベーション加速化プラン2030」の着実な実施
○ オール光ネットワーク技術等の次世代情報通信基盤の研究開発・国際標準化・社会実装・海外展開の加速 等【拡充】

185.3億円（Ｒ７当初：184.3億円、Ｒ６補正：495.0億円）

・ オール光ネットワーク※1を中核とする次世代情報通信基盤、AI、量子暗号通信※2の早期実現に向けた研究開発・国際標準化を支援

※1 光の特性を最大限に活用した、低遅延・高信頼・低消費電力のネットワーク ※2 盗聴を確実に検知できる、量子コンピュータ時代でも安全な暗号方式

○ デジタルインフラの海外展開支援【拡充】 30.2億円（Ｒ７当初：13.2億円、Ｒ６補正：63.0億円）

・ 経済安全保障の確保に資するデジタルインフラの海外展開について、調査・実証事業等を実施

○ 低軌道衛星コンステレーションを活用した衛星通信の自律性向上【新規】   事項要求

・ 海外勢に依存している低軌道衛星コンステレーション※3による通信サービスについて、我が国の自律性向上のため、インフラ整備を支援

※3 Satellite Constellation（直訳：衛星一群）。低軌道に打ち上げた多数の非静止衛星を連携させたシステム

〔放送・配信コンテンツの製作力強化・海外展開推進〕

○ 放送・配信コンテンツの製作力強化・海外展開推進【拡充】 16.3億円（Ｒ７当初：2.9億円、Ｒ６補正：22.7億円）

・ 放送・配信コンテンツの企画開発・製作・権利処理・流通フェーズ等の課題改善に向けた取組をパッケージとして実施

Ⅴ 国の土台となる社会基盤の確保
〔郵便局の活用による地域社会の持続可能性の確保〕

○ 郵便局の「コミュニティ・ハブ」としての活用推進【拡充】                                1.7億円（Ｒ７当初：1.5億円）

・ 地域に残り続ける郵便局を「コミュニティ・ハブ」として活用するため、複数郵便局を対象とした広域型を重点化して各種サービスの実証を実施

〔EBPMの推進及び基盤となる統計の整備〕

○ 令和８年経済センサス‐活動調査など社会・経済実態の把握に資する統計調査等の実施【拡充】      

282.5億円（Ｒ７当初：823.3億円、Ｒ６補正：296.6億円）

・ 「令和８年経済センサス‐活動調査※４」等の５年に一度行うこととされている周期統計調査の実施等
                         ※4 我が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得るための調査

5



令和8年度総務省の主な税制改正要望及び財投要求事項

◎株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構(JICT)の法人事業税の資本割に係る
課税標準の特例措置の創設          ［新設：(地)事業税］

通信・放送・郵便分野における我が国事業者の海外展開を支援するJICTの財務
基盤の確保のため、法人事業税の資本割に係る課税標準額から政府の出資の金
額を控除する特例措置を創設。

税制改正要望                           

財投要求                           

○ 上記のほか、他省庁主管による共同要望

◎株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構(JICT)のリスクマネー供給強化による
我が国事業者の海外展開支援

JICTのリスクマネー供給を強化し、通信・放送・郵便分野における我が国事業者
の海外展開を持続的・安定的に支援。（産業投資680億円、政府保証120億円）
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参考資料
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Ⅰ 活力ある地域社会の実現と健全で持続可能な地方行財政基盤の確立

令和8年度総務省所管予算 概算要求の主要事項①

１．地域の担い手支援や関係人口の拡大等を通じた地域活性化 28.1億円＋事項要求

（１） ふるさと住民登録制度の創設 事項要求

（２） 地域おこし協力隊や地域活性化起業人等の活用の推進 4.3億円

（３） ローカルスタートアップ等の支援 15.2億円

（４） 地域運営組織の支援 0.3億円

（５） 過疎対策の推進 8.0億円

（６） 行政相談委員、民生委員等の連携による地域課題の解決 0.3億円

２．AI社会を支えるデジタルインフラの整備等 625.0億円＋事項要求

（１） データセンター、海底ケーブルの整備（ワット・ビット連携） 27.0億円＋事項要求

（２） ５G、光ファイバ等の通信インフラ整備 50.6億円

（３） 低軌道衛星コンステレーションを活用した衛星通信の自律性向上 [事項要求］

（４） 自動運転の社会実装に向けた通信環境の確保 20.5億円

（５） 電波の有効利用促進 525.8億円

（６） 情報通信インフラのエンジニアの持続的な人材確保 1.0億円

３．地域DXの推進 866.9億円＋事項要求

（１） フロントヤード・バックヤードの一体的な改革の推進・横展開 7.7億円

（２） マイナンバーカードを円滑に取得、更新できる環境整備 823.9億円

（３） マイナ救急の全国展開・機能拡充 ［事項要求］

（４） 自治体情報システムの標準化 3.1億円＋事項要求

（５） 都道府県と市町村が連携した推進体制の強化と地方公共団体における
デジタル人材の確保・育成の促進 3.0億円

（６） AI等のデジタル技術と通信インフラを用いた地域の社会課題解決の推進 21.1億円

（７） 行政相談でのデジタル活用や自治体連携等による課題解決の推進 8.0億円

４．持続可能な地方行財政基盤の確立 2.3億円

（１） 持続可能な行政サービスの提供に向けた広域連携の促進 2.1億円

（２） 地域の多様な主体の連携及び協働の推進 0.2億円

５．地方の一般財源総額の確保と財政健全化等 18兆6,481.2億円＋事項要求

（１） 地方の一般財源総額の確保 18兆6,095.8億円＋ 事項要求

（２） 基地交付金・調整交付金の確保 385.4億円

（３） 東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の
事業費及び財源の確実な確保 事項要求

Ⅲ 防災・減災、国土強靭化の推進による安全・安心なくらしの実現

８．林野火災や大規模災害に備えるための消防防災力・地域防災力の充実強化

114.0億円＋事項要求

（１） 林野火災や大規模災害に備えるための消防防災力の充実強化 4.4億円＋事項要求

（２） 消防防災分野の新技術・DX推進 5.0億円＋事項要求

（３） 緊急消防援助隊の充実強化 67.6億円

（４） 消防団等の充実強化 8.5億円＋事項要求

（５） 常備消防等の充実強化 15.9億円

（６） 火災予防対策の推進 2.7億円＋事項要求

（７） 自治体の災害対応能力・国民保護体制の強化 6.3億円＋事項要求

（８） 消防防災分野における女性や若者の活躍推進 0.8億円

（９） 被災地における消防防災体制の充実強化 1.8億円

(10） 特別行政相談の大規模広域災害時の対応力強化 1.0億円

９．通信・放送インフラの強靱化 70.9億円

（１） 通信ネットワークの強靱化 35.1億円
（携帯電話基地局の強靱化、通信復旧体制の拡充、官民連携による通信確保支援）

（２） 放送ネットワークの強靱化（地上波、ケーブルテレビ） 35.7億円

（３） Lアラートによる災害情報の確実な伝達の推進 0.2億円

Ⅱ 信頼できる情報通信環境の整備

６．デジタル空間の健全性の確保等 80.5億円

（１） インターネット上の偽・誤情報、違法・有害情報対策等の推進 29.2億円

（２） 電気通信サービスの不適正利用対策等の推進 7.4億円

（３） デジタル時代における放送制度の検討 43.4億円

（４） 没入型技術における安全・プライバシー確保に関する利用環境の整備 0.6億円

７．サイバーセキュリティ対策の強力な推進 54.7億円＋事項要求

（１） 行政機関や重要インフラ事業者等を対象とした
                                          高度セキュリティ人材の育成 17.5億円

（２） 政府端末やネットワーク観測を通じた
              サイバーセキュリティ情報の収集・分析 23.2億円

（３） 総合的なＩｏＴセキュリティ対策の強化 13.0億円

（４） 地方公共団体のサイバーセキュリティ対策の強化 0.9億円＋事項要求
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Ⅳ 国際競争力の強化・経済安全保障の確保

令和8年度総務省所管予算 概算要求の主要事項②

１０．デジタルインフラの中核となる技術・システムの国際競争力の強化、
                 経済安全保障の確保等 576.3億円＋事項要求

➢ 「DX・イノベーション加速化プラン2030」の着実な実施（(1)～(9)）

（１） オール光ネットワーク技術等の次世代情報通信基盤の
研究開発・国際標準化・社会実装・海外展開の加速 138.3億円

（２） 宇宙通信分野における先端技術開発・技術実証の推進 10.0億円

（３） ＡＩ開発力の強化 20.0億円

（４） 量子暗号通信の研究開発・社会実装の推進や

基礎・基盤技術の研究開発の推進 365.6億円

（５） デジタルインフラの海外展開支援 30.2億円

（６） データセンター、海底ケーブルの整備（ワット・ビット連携）［27.0億円＋事項要求］

（７） ５Ｇ、光ファイバ等の通信インフラ整備 ［440.6億円の内数]

（８） 低軌道衛星コンステレーションを活用した衛星通信の自律性向上 事項要求

（９） 政府端末やネットワーク観測を通じた

サイバーセキュリティ情報の収集・分析 ［23.2億円］

（10） ＩＣＴ分野におけるスタートアップ育成の推進 3.0億円

（11） 郵便の海外展開支援・国際連携の推進 9.3億円

１１．国内外におけるＡＩガバナンスの実現 4.7億円

（１） ＡＩ事業者ガイドラインの更新・周知 0.4億円

（２） 広島AIプロセスの推進等による国際的なルール作りへの貢献 4.3億円

１２．放送・配信コンテンツの製作力強化・海外展開推進 16.3億円

（１） コンテンツの企画開発及び４Ｋなど先進的技術を活用した
高品質のコンテンツ製作の支援 5.0億円

（２） 製作取引の適正化と製作環境のＤＸ化 7.3億円

（３） 配信プラットフォームや国際見本市を通じた海外展開支援 4.0億円

１３．郵便局のユニバーサルサービスの充実と公共サービスの拡大 0.4億円

（１） ユニバーサルサービスの確保、郵便局の行政サービス窓口としての活用 0.4億円

 

１４．郵便局の活用による地域社会の持続可能性の確保 1.7億円

（１） 郵便局の「コミュニティ・ハブ」としての活用推進 1.7億円

１５．行政運営の改善を通じた行政の質の向上 3.0億円

（１） 各府省の行政運営の改善に関する調査の充実・強化 1.2億円

（２） 行政相談業務への生成AI活用に向けた調査研究 ［1.0億円］

（３） 行政機関等に共通する基本的な法制度の適正な運用確保と改善 0.9億円

（４） 行政通則法的観点からのAI利活用に係る検討 0.3億円

（５） 地域の公的機関や独立行政法人のDX等の推進 0.5億円

１６．EBPMの推進及び基盤となる統計の整備 288.5億円

（１） 政策効果の把握・分析（EBPM)の推進による
                                            各府省の政策立案等の支援 1.5億円

（２） 令和８年経済センサス‐活動調査など

社会・経済実態の把握に資する統計調査等の実施 282.5億円

（３） 地域等における統計データの利活用の推進 4.6億円

１７．主権者教育の推進・政治資金の透明性の向上等 2.3億円

（１） 主権者教育の推進等 2.0億円 

（２） 諸外国の選挙制度等の調査研究 0.2億円

（参考） 政治資金収支報告書データベースの構築 3.6億円＋事項要求
※デジタル庁において予算計上

１８．恩給の適切な支給 446.7億円

（１） 受給者の生活を支える恩給の確実な支給 446.7億円

１９．その他の主要事項 315.4億円

（１） 政党交付金 315.4億円

 

Ⅴ 国の土台となる社会基盤の確保
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